
平成 31 年第 3回南島原市教育委員会定例会

日時 平成 31 年 3月 2 6 日 (火) 午後 2時
場所 南有馬庁舎 2階会議室

議事日程

第 1 開会

第2 前回会議録の承認

第3 会議録署名人の指名

第4 教育長報告

第 5 議案審議
議案第11号 南島原市教育支援委員会の答申について
議案第12号 学校医の変更について
議案第13号 学校薬剤師の変更について
議案第14号 南島原市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則について
議案第15号 南島原市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則を

廃止する規則について
南島原市すこやか子日
規則について
南島原市通学路安全
て

議案第16号 南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則の一部を改正する
規則について

議案第17号 南島原市通学路安全推進会議設置要綱の一部を改正する告示につい
て

議案第18号 南島原市世界遺産登録推進本部設置要綱の一部を改正する訓令につ
いて

議案第19号 南島原市教育委員会事務局職員の辞令発令について

第 6 その他
(1) 準要保護児童生徒就学援助の申請について
(2) 次回教育委員会定例会の開催について
(3) その他

第7 閉会



南島原市教育委員会定例会教育長報告

○平成 31 年 2月の諸会議並びに諸行事

22日(金 )10:00平成 3 0年度地区別教育長会 (雲仙市)

16:00定例教育委員会 (南有馬庁舎)

23 日 (土 )10:00 第 18 回セミナリョ現代版画展表彰式 (コレジヨホール)

24日(日)8:30 第 2 8回原城マラソン大会 (南有馬小学校)

25 日 (月 )10:00 議会一般質問 (~2 6 日)( 有家庁舎)

27日(水 )10:00議会一般質問・議案質疑・委員会付託・特別委員会設置 (有家庁舎)

○平成 31 年 3月の諸会議並びに諸行事

1 日(金 )10:00県立高校卒業式 (湖南高校 ・ロ加高校・島原高校)

2 日 (土 )10:00 第 21 回有馬ひょうたん展開会式及び表彰式 (ピロティ文化センター)

4 日(月 )10:00議会予算審査特別委員会 (有家庁舎)
16:30全九州中学生ソフトボール大会及び全国大会出場報告 (西有家庁舎)

5 日 (火 )10:00 アーティス ト・イン ・レジデンスモニター事業推薦作家就任挨拶 (西
有家庁舎)

6 日(水 )16:30第 2 3回全国少年少女選抜レスリング選手権大会優勝報告 (西有家庁
舎)

7 日(木 )10:00議会文教厚生委員会 (有家庁舎)
14:00学校給食会役員会 (コレジヨホール)

16:30河川愛護月間「絵手紙」伝達表彰式 (西有家庁舎)

8 日(金 )13:30平成 3 0年度第 9回校長会研修会 (カムス)
16:30全九州小学生選抜ソフトボール大会出場報告 (西有家庁舎)

9 日(土 )10:00第 3 7回島原半島文化賞授賞式 (島原市)

10日(日)13:30平成遣欧少年使節報告会 (ピロティ文化センター)



11日(月 ) 終日学校施設整備に係る文部科学省への要望 (~12 日)(東京都)
13:30部局長会議 (西有家庁舎)

13日(水 )10:30卒業証書授与式 (口之津海上技術学校)

14日(木 )9:30 中学校卒業証書授与式 (市内中学校)
14日(木 )16:30 「新聞」感想文コンクール受賞報告会 (西有家庁舎)

17日(日)9:30 第 3 9回北空会空手道大会 (南有馬武道館)

18 日 (月 )17:00 第 3 2回都道府県対抗ジュニアバスケットボール大会 2 019 出場
報告会(西有家庁舎)

19日(火 )9:30 小学校卒業証書授与式 (市内小学校)

20日(水 )10:00議会閉会 (有家庁舎)

22日(金 )9:30 部局長会議 (西有家庁舎)
15:00平成 3 0年度第4回社会教育委員兼公民館運営審議会委員会議(南有
馬庁舎)

16:00定期監査結果報告書受領(西有家庁舎)

25日(月 )13:30平成 3 0年度第 2回南島原市図書館協議会 (南有馬庁舎)
19:30平成 3 0年度第 3回体育協会理事会 (南有馬庁舎)



議案第 11 号

南島原市教育支援委員会の答申について

提案理由

南島原市教育支援委員会から、本市に居住する心身に障害のある児童生徒 (就学前
の幼児を含む) に対し、それぞれの能力に応じた教育が受けられるよう、その判定と
就学支援の適正を期するための答申が出された。
このことに伴い、南島原市教育委員会で審査する必要があるので提案する。

平成 31 年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



議案第 12 号

学校医の変更について

提案理由

学校保健安全法第 2 3条に基づき、

平成 31 年 3月 2 6日提出

学校医を変更したいので提案する。

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



平成31年度南島原市小学校・中学校・幼稚園学校医名簿

町名 学校名 学校医 院名 院住所 摘要

深 江 町

深 江 小 学 校 城野 健児 しろの医院 南島原市深江町丙540‐1

小 林 小 学 校 布井 清児 布井内科医院 南島原市深江町丙637

大 野 木 場 小 学 校 泉川 欣一 泉川病院 南島原市深江町丁2405

深 江 中 学 校 泉川 卓也 泉川病院 南島原市深江町丁2405

布 津 町

布 津 小 学 校 明島 淳民 明島整形外科医院 南島原市布津町乙1859-2

飯 野 小 学 校 常岡 伯紹 つねおかクリニック 南島原市有家町久保21‐1

布 津 中 学 校 明島 淳民 明島整形外科医院 南島原市布津町乙1859‐2

有 家 町

有 家 小 学 校 池田重成 池田循環器科内科 南島原市有家町山川347‐1

蒲 河 小 学 校 内田 信三 内田医院 南島原市西有家町須川1666-1

新 切 小 学 校 常岡 伯紹 つねおかクリニック 南島原市有家町久保21‐1

堂 崎 小 学 校 常岡 伯紹 つねおかクリニック 南島原市有家町久保21-1

有 家 中 学 校 坂上 和平 坂上整形外科医院 南島原市有家町山川378-1

西有家町

西有家小学校

永田 進一 永田内科泌尿器科医院南島原市西有家町須川61‐2

磯野 潔 いその産婦人科医院 南島原市西有家町須川1792

伊崎 祐介 伊崎医院 南島原市西有家町里坊118

西 有 家 中 学 校
石川 和仁 石川内科医院 南島原市西有家町里坊25-1

伊崎 祐介 伊崎医院 南島原市西有家町里坊118

北有馬町

有 馬 小 学 校 佐藤 哲也 北有馬クリニック 南島原市北有馬町己760‐1

北 有 馬 中 学 校 佐藤 克昭 さとう内科医院 南島原市北有馬町丁33-I

北 有 馬 幼 稚 園 佐藤 克昭 さとう内科医院 南島原市北有馬町丁33~I

南有馬町
南 有 馬 小 学 校 太田 大作 菜の花クリニック 南島原市南有馬町乙1565‐I H31.4.1 より

南 有 馬 中 学 校 中村 研二 中村医院 南島原市南有馬町乙2274 H31.4.1 より

口之津町
口 之 津 小 学 校 池永 健 口之津病院 南島原市口之津町丁5615 H3f.4.1 より

口 之 津 中 学 校 植木 英祐 植木内科医院 南島原市口之津町甲1642

加津佐町

加 津 佐 小 学 校 栗原 公太郎 栗原医院 南島原市加津佐町己3089‐1

野 田 小 学 校 森 礼史 森医院 南島原市加津佐町己3259‐1

加 津 佐 中 学 校 森 礼史 森医院 南島原市加津佐町己3259‐I



議案第 13 号

学校薬剤師の変更について

提案理由

学校保健安全法第 2 3条に基づき、

平成 31 年 3月 2 6 日提出

学校薬剤師を変更したいので提案する。

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



平成31年度南島原市小学校・中学校学校薬剤師名簿

町名 学校名 学校薬剤師 薬局名 薬局住所 摘要

深 江 町

深 江 小 学 校 桧和田 洋一 健康堂薬局 南島原市深江町丁2381-2

小 林 小 学 校 桧和田洋一 健康堂薬局 南島原市深江町丁2381‐2

大野木場小学校 桧和田洋一 健康堂薬局 南島原市深江町丁 2381-2

深 江 中 学 校 桧和田洋一 健康堂薬局 南島原市深江町丁 2381-2

布 津 町

布 津 小 学 校 西岡 雄一 あんなか薬局 島原市安徳町丁4309

飯 野 小 学 校 西岡 雄一 あんなか薬局 島原市安徳町丁4309

布 津 中 学 校 西岡 雄一 あんなか薬局 島原市安徳町丁4309

有 家 町

有 家 小 学 校 吉田 恵美子 島原薬剤師会薬局 島原市下川尻町7932‐8

蒲 河 小 学 校 亀山 貴康 亀山薬局白崎店 南島原市有家町山川351-3

新 切 小 学 校 亀山 敦子 亀山薬局 南島原市有家町久保43

堂 崎 小 学 校 吉田 恵美子 島原薬剤師会薬局 島原市下川尻町 7932‐8

有 家 中 学 校 亀山 貴康 亀山薬局 南島原市有家町久保43

西有家町
西有家小学校 山室 昌代 フラーワー調剤薬局 島原市中堀町62

西有家中学校 山室 昌代 フラーワー調剤薬局 島原市中堀町62

北有馬町

有 馬 小 学 校 永野 拓慎 健康堂薬局ありえ店 南島原市有家町蒲河416-2

北有馬中学校 永野 拓慎 健康堂薬局ありえ店 南島原市有家町蒲河416-2

北有馬幼稚園 瀧聞 司 藤村薬品(株)島原支店 島原市西八幡町8482-1 H31.4.1 より

南有馬町
南有馬小学校 高原 崇 健康堂薬局 南島原市深江町丁 2381-2 H31.4.1 より

南有馬中学校 高原 崇 健康堂薬局 南島原市深江町丁 2381-2 H31.4.1 より

口之津町
口之津小学校 永野 拓慎 健康堂薬局ありえ店 南島原市有家町蒲河416-2

口之 津 中学 校 永野 拓慎 健康堂薬局ありえ店 南島原市有家町蒲河416‐2

加津佐町

加津佐小学校 元山 久美子 ショッピングセンターもとやま薬品部南島原市加津佐町己3108

野 田 小 学 校 元山 久美子 ショッピングセンターもとやま薬品部南島原市加津佐町己3108

加津佐中学校 元山 久美子 ショッピングセンターもとやま薬品部南島原市加津佐町己3108



議案第 14 号

南島原市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則について

提案理由

平成 31 年 4月 1日に予定する機構組織の改編に伴い、所要の改正を行うもの。

平成 31 年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市教育委員会事務局糸嵐織規則の一部を改正する規則

南島原市教育委員会事務局糸噺哉規則 (平成18年南島原市教育委員会規則第4号)の

一部を次のように改正する。

第 2条第 1項中「掲げる課」の次に「及び室 (以下「課等」という。)」を加

ス、「これらの課」を「これらの課等」に改め、同項の表中

「

課 班

を

「

課等 班

に 、

「

文化財課 文化財班

を

「

文化財課 文化財班

世界遺産推進室 世界遺産推進班

に改める。

第 3条第 1項中「課」を「課等」に改める。

第 5条の見出し中「課長」の次に「及び室長」.を加え、同条第 1項中「課長を」の

次に「、室に室長を」を加え、同条第 2項中「課長」の次に「及び室長」を加え、「課

の事務」を「課等の事務」に改める。

別表第1中

-1-



を

「

課等 班 事務分掌

に 、

「

文化財課 文化財班 (1) 文化財の調査、研究及び保護に関すること

(史跡原城跡の発掘調査及び保護に関すること

を除く。 ) 。

(2) 文化財保護審議会に関すること。

(3) 資料館等の整臨与及び管理運営に関すること。

を

「

文化財課 文化財班 (1) 文化財の調査、研究及び保護に関すること。

(2) 文化財保護審議会に関すること。

(3) 資料館等の整離与及び管理運営に関すること。

世界遺産推
進室

世界遺産

推進班
(1) 世界遺産の推進に関すること。

に改める。

附 則
この規則は、平成31年 4月 1日から施行する。

-2-

課 班 事務分掌



南島原市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 新旧対照表
新 旧

係軸罰
第 2条 事務局に、次の表の左欄に掲げる課及び室 (以下「課等」という。) を置き、
これらの課等に、それぞれ同表の右欄に掲げる班を置く。

憶断紛
第 2条 事務局に、次の表の左欄に掲げる課を置き、これらの課に、それぞれ同表の右
欄に掲げる班を置く。

認 1 班言鰐 班

(略)(略)

文他愛課 1文他財班文ィ頃絹課 文化財班

2 (略)

(事務分掌)
第 3条 課の分掌事務は、別表第 1のとおりとする。
2 (略)

(課長)
第 5条 課に課長を置く。
2 課長は、教育次長の命を受け、課の事務を掌理し、その事務を処理するため所属の
職員をキ静難皿鰭≠する。

別表第1 ぼ鎧条醍雛渦

世界遺産推進室 世界遺産推進班

2 (略)

(事務分掌)
第 3条 課の分掌事務は、別表第 1のとおりとする。
2 (略)

(課長)
第 5条 課に課長を置く。
2 課長は、教育次長の命を受け、課の事務を掌理し、その事務を処理するため所属の
職員をキ静難皿鰭≠する。

別表第1 ぼ鎧条醍雛渦

2 (略)

(事務分掌)
第 3条 課等の分掌事務は、別表第 1のとおりとする。
2 (略)

(課長及び{長)
第 5条 課に課長を、室に室長を置く。
2 課長及び室長は、教育次長の命を受け、課等の事務を掌理し、その事務を処理する
ため所属の職員を指磐離皿鰭 Fする。

別表第1 ぼ鞄条度雛系)

課 班 1 事務分樺≧鰐 班 1 事務分津

(略)(略)

文イ頃垢課 文化財班 (1) 文化財の調査、研究及び保護に関すること (史跡
原城跡の発掘調査及び保護に関することを除く。)。

(2) 文化財保護審議会に関すること。

文イリヨ褐課 文化財班

-3-



‐4-

新 旧

ーー (3) 資糸瀬官等の整備及び管一坪運営に関すること。 ◎ 酪館等の難聴擬 営に関すること。 1

世界遺産推
進室

世界遺産
推進班

(1) 世界遺産の推進に関すること。



○南島原市教育委員会事務局組織魂則
平成18年 3月31日教育委員会測則第4号

改正
平成19年 6月27日教育委員会接狽ーj第4号
平成20年3月25日教育委員会薪興i第1号
平成21年 1月26日教育委員会捌則第 1号
平成21年3月25日教育委員会測則第4号
平成23年 8月24日教育委員会塊則第2号
平成24年 3月26日教育委員会灘則第 1号
平成25年 3月26日教育委員会薪頂-J第 2号
平成26年2月28日教育委員会塊則第2号
平成27年 3月27日教育委員会測則第2号
平成28年 3月28日教育委員会塊則第 1号
平成28年12月26日教育委員会捌則第23号
平成29年3月23日教育委員会捌則第2号
平成30年 3月27日教育委員会槻則第 1号

(目的)
第 1条 このラ塊則は、地に方教育行政の組織及び運営に関する法律 (昭和31を副獅律第162号)第
17条第2項扱」び地方教育行政の糸断哉及び運営に関する法律施行令 (昭和31年政令第221号)
第6条の規定に基づき、南島原市教育委員会事務局 (以下「事務局」という。)の組織及び
職の設銅繁等について、必要な事項を定めることを目的とする。

　　　
第2条 事務局に、次の表の左欄に掲げる課及び室 (以下「課等」という。)を置き、これら
の課等に、それぞれ同表の右欄に掲げる班を置く。

課等 班

教育総務躯課 総務織姫、施錆設管理班

学校教育課 肖学弱班、学校教育班、学校保健班

生涯学習課 生涯学習班

スポーツ振興課 スポーツ振興班

文イモ参鳥情操 文化財班

世界遺産キ蛍佳窒 世界遺産推進班

2 前項に定めるもののほか、事務局の事務の÷部を処理するため、教育振興班を置くことが
できる。ただし、当該教育振興班は、生涯学習課の所管とする。

(事務分掌)
第3条 課等の分掌事務は、別表第1のとおりとする。
2 教育振興班の分掌事務は、別表第2のとおりとする。
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(教育次長)
第4条 事務局に教育次長を置く。
2 教育次長は、教育長をネ献左し、所管の事務を掌理し、事務局及び教育機関の職員を指揮監
督する。

(指導主事)
第4条の2 事務局に指導主事を置く。
2 指導主事は、上司の命を受け、学校における教育課程、学習指導その他学校教育に関する
専門的事項の指導に関する事務に逸事する。
3 指導主事の職務上の職名は、課長、教育参事監、主幹及び参事とする。
(課長及び室長)
第 5条 課に課長を、室に室長を置く。

2 課長及び室長は、教育次長の命を受け、課等の事務を掌理し、その事務を処理するため所
属の職員を指揮監鰭する。
(教育次長等以外の職員の職楽及び職務等)
第6条 前3条に定める職員のほか、事務局に必要な席巌員を置く。
2 前項の職員の職業及び晴疑努等については、法律に特別に定めのあるものを除き、南島原市
行政細希粥艶則 (平成18年南島原市捌則第3号)の規定を準用する。
3 前項に定めるもののほか、方編設又キ滋幾関に置く晴巌員については、別に定める。
(その他)
第7条 教育委員会の事務処理並びに職員の服務、勤務期間、f和段等、分限及び懲戒等につい
ては、別に定めるもののほか、市長部局の例による。
附 則
このラ塊則は、平成18年 3月31日から施行する。
附 則 (平成19年 6月27日教育委員会則則第4号)
このラ塊則は、平成19年 7月 1日から施行する。
附 則 (平成20年3月25日教育委員会塊則第1号)
このラ塊則は、平成20年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成21年1月26日教育委員会縄則第1号)
このラ魂則は、平成21年 1月26日から施行する。
附 則 (平成21年3月25日教育委員会縄則第4号)
このラ塊則は、平成21年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成23年8月24日教育委員会測則第2号)
このラ魂則は、平成23年 8月24日から施行する。

附 則 (平成24年3月26日教育委員会塊則第1号)
このラ塊則は、平成24年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成25年3月26日教育委員会槻則第2号)
このラ塊則は、平成25年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成26年2月28日教育委員会測則第2号)
このラ塊則は、平成26年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成27年3月27日教育委員会捌則第2号)
このラ塊則は、平成27年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成28年3月28日教育委員会捌則第1号)
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このヲ魂則は、平成28年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成28年12月26日教育委員会測則第23号)
碗キ刊期日)
1 このラ塊則は、平成28年12月26日から施行する。

(経革過措置)
2 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の÷音=を改正する法律 (平成26年法律第76号)
附則第2条第 1項の場合においては、改正後の第 1条の規定は適用せず、改正前の第1条の
規定は、なおその効力を有する。
附 則 (平成29年3月23日教育委員会棚則第2号)
このラ魂則は、平成29年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成30年3月27日教育委員会縄則第1号)
この薪興iは、平成30年 4月 1日から施行する。
別表第 1悌檎 3条護雛系)

事務分掌課等 班

(1) 教育委員会の庶務に関すること。

(2) 教育委員会の会議に関すること。

(3) 塊則、訓令、告示の制定及び咽改廃並びに法規に関する
こと。

(4) 叙勲、、褒章及び表彰に関すること。

(5) 文書の収受及び発送に関すること。

(6) 公印の保管に関すること。

(7)↑膏報公開及び個人↑蒙樹呆護に関すること。

(8) 奨学資金に関すること。

(9) 局内事務の総合調整に関すること。

(10)市長部局等との連絡調整に関すること。

(11) 訴願、訴訟、和解、請願扱び陳情に関すること。

(12)事務券事業の推進管理に関すること。

(13)経理醍雛系の調査及び統計に関すること。

(14)教育委員会所管職員の任免、給与、服務、分限その他
の人事に関すること。

教育総務端課
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(15)教育委員会所管職員の公務災害補償に関すること。

(16) 臨時的任用職員等の雇用及び賃金の支払に関するこ
と。

(17)労働安全衛生管理に関すること。

(18)教育委員会に係る事務の管理及びお対テの状況の点検費及
び噴軸面並びにその公表に関すること。

(19)教育振興基婦十画に関すること。

(20)広報及び教育行政に関する相談に関すること。

(21)総合教育会議の運営の補助に関すること。

(22)教育予算、決算及び苓経理の総合調整に関すること。

(23)備品購入に関すること。

(24)物品の管理事務の連絡調整に関すること。

(25)検収事務の連絡調整に関すること。

(26) 前各号に掲げるもののほか、他の課等に属さないこ
と。

(1) 学校教育施錠設の整備及蝶倒侍管理に関すること。

(2) 社会教育施鋪没の整備及蝶倒ぽデ管理に関すること。

(3) 社会体育施鶴段の整備及蝶樹時管理に関すること。

(4) その他体育方錆設の整備及蝶骸等管理に関すること。

(5) 工事その他主葛約に関すること。

施錆役管理班

学校教育課 (1) 市立小学校及び中学校の通学区域の設定、変更及び廃
止に関すること。

(2) 児童生徒の就学、転学、退樺学等に関すること。

(3) 学齢簿の作成、整理及び保管に関すること。

(4) 幼稚園及び学校の予算配当並びに予算幸痢テ審査に関す
ること。
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(5) 教科書の無償戴給与事務に関すること。

(6) 教材用備品に関すること。

(7) スクールバス及び通学補助に関すること。

(8) 就園奨励費補助に関すること。

(9) 児童生徒の就学援助に関すること。

(10)教育美術展及び科学技術展に関すること。

(11)学校事務の共同実施に関すること。

(1) 学校の設置及び廃止に関すること。

(2) 幼稚園に関すること。

(3) 学帝醐編制に関すること。

(4) 教材教具の整理に関すること。

(5) 学鰯統計に関すること。

(6) 児童生徒の士勘或間交流に関すること。

(7) 外国言辞日導勘手及び英言辞日導勘手に関すること。

(8) 学校婿幅灘員に関すること。

(9) 教育支援に関すること。

(10)就学瀞健康診断に関すること。

(11) 教 R競員の任免、服務、分限その他人事に関すること。

(12) 教職員の休暇、旅行に関すること。

(13)教【鵬員の福利厚生に関すること。

(14)教職員の庫灘員団体に関すること。

(15)教科用図書の圭需尺及洲跡耀こ関すること。

(16)校長会及凋擁頭云等に関すること。

(17)裁F磯員の研修に関すること。

学校教育班
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学校刺菊瞳班 (1) 園児及び児童生徒並びに教職員の健康管理に関するこ
と。

(2) 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。

(3) 園児扱二び児童生徒の福利厚生に関すること。

(4) 学校の環財漸衛生に関すること。

(5) 結核対策に関すること。

(6) 学E朔給食に関すること。

(7) 園児版二び児童生徒の安全に関すること。

(8) 独立行政法人日本スポーツ振興センタ」に関するこ
と。

(9) 学校体育に関すること。

生涯学習課 生涯学習班

(18)幼稚園及び学校の行事等に関すること。

(19)遠足、見学及び修学旅行に関すること。

(20)学校における教育課程、学習指導その他学校教育に関
する専門的事項 (教育相談等を含む。)に関すること。

(21)人権教育に関すること。

(1) 生涯学習の推進に関すること。

(2) 生涯学習の企画、調査及び連絡調整に関すること。

(3) 社会教育施鍵設の運営に関すること。

(4) 社会教育委員に関すること。

(5) 社会教育指導員に関すること。

(6) 成人教育に関すること。

(7) 人権及び同和教育に関すること。

(8) 市立図書館に関すること。

(9) 社会教育団体の育成及び支援に関すること。
(10)市民芸術文化活動の推進飽こ関すること。
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スポーツ振興.

課
スポーツ振
興班

(1) 社会体育の推進に関すること。

(2) 社会体育の企画、調否及び連絡調整に関すること。

(3) スポーツ推進委員に関すること。

(4) 学校体育施福設の開放に関すること。

(5) 社会体育団体の育成及び支援に関すること。

(6) 体力づくりの推進及び実施に関すること。

(7) 社会体育施編設の運営に関すること。

(8) 社会体育施錆数〆吏用等に関すること。

(9) その他社会体育に関すること。

文ィ頃絹課 文ィ狽狗班 (1) 文ィ雄財の調査、研究及び保護に関すること。

(2) 文化財保護審議会に関すること。

(3) 資料館等の整備及び管理運営に関すること。

世界遺産推進
室

世界遺産推
進班

(1) 世界遺産の推進に関すること。

(11)文化団体の育成及び支援に関すること。

(12)公民負酷観室の企酷調整に関すること。

(13) 公民館に関すること。

(14)公民館運営審議会に関すること。

(15) 目7影公民館の支援に関すること。

(16)児童青少坪教育に関すること。

(17)児童青少年団体の育成及び指導渚育成に関すること。

(18)児童青少年関係機関との連絡調整に関すること。

(19) ユネスコ活動に関すること。

(20) その他生涯学習に関すること。

別表第2(第3条襲雛系)
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教育振興班の事務分掌

(1) 奨学資金に関すること。
(2) 学校教育施編没の維持管理に関すること。
(3) 児童生徒の就学、転学、退皆学等に関すること。
(4) 児童生徒の就学援助に関すること。
(5) 幼稚園及び市立小・中学校に関すること。
(6) 生涯学習の推進鰹こ関すること。
(7) 社会教育施編没の維持及び管理運営に関すること。
(8) 社会教育団体の育成及び支援に関すること。
(9) 公民館講座に関すること。
(10) 公民館に関すること。
(11)児童青少年団体の育成及び指導渚育成に関すること。
(12)市民芸術斤文化活動の推進飽こ関すること。
(13)文化団体の育成に関すること。
(14)社会体育の推進に関すること。
(15)学校体育方砺設の開放に関すること。
(16)体力づくりの推進及び実施に関すること。
(17)社会体育施錆設の維持及び管理運営に関すること。
(18)社会体育方鑓役の使用等に関すること。
(19)その他体育施錫捌こ関すること。
(20) 文ィ頃れこ関すること。
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議案第 15 号

南島原市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則を廃止
する規則について

提案理由

平成31年 4月 1日に予定する機構組織の改編に伴い、所要の改正を行うもの。
このことにより、「史跡原城跡の発掘調査及び保護に関すること。」を補助執行さ
せる必要がなくなるため、規則を廃止するもの。

平成 31 年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する薪填りを廃止する規

則
南島原市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則 (平成29年南島原

市教育委員会拠則第 1号)は、廃止する。

附 則
このラ塊則は、平成31年 4月 1日から施行する。
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1廃 止 l

南島原市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則
平成29年3月23日教育委員会規則第1号

(趣旨)
第1条 この規則は、地方自治法 (昭和22年法律第67号)第180条の7の規定に基づき、南島原市教育委
員会(以下「教育委員会」という。)の権限に属する事務(南島原市教育委員会の権限事務の一部を教
育長に委任し又は臨時に代理させる規則(平成18年南島原市教育委員会規則第6号)第2条の規定に
より教育長に委任された事務を含む。)の一部を、市長の補助機関である職員に補助執行させることに
関し必要な事項を定めるものとする。
(事務の補助執行)
第2条 教育委員会は、その権限に属する事務のうち、次の表の左欄に掲げる事務を、同表の右欄に定め
る職員に補助執行させるものとする。

教育委員会の権限に属する事務 補助執行させる職員
史跡原城跡の発掘調査及び保護に関すること。 企画振興部長及び企画振興部世界

遺産推進室の職員
(職務)
第3条 企画振興部長及び企画振興部世界遺産推進室長(以下「監督者」という。)は、教育委員会の命を
受け、その事務を処理し関係職員を指揮監督する。
(職務代理)
第4条 監督者に事故があるときは、上席の職員がその職務を代理する。
(補助執行する事務に係る決裁)
第5条 監督者は、次に掲げる事項を除き、第2条の規定により補助執行する事務について専決することが
できる。

(1)補助執行する事務に係る教育委員会規則の制定改廃に関すること。
(2)補助執行する事務に係る法令又は条例等に基づく教育委員会の所管に属する附属機関等の委員
の委嘱又は任命に関すること。
(3)文化財の保護に関すること。
(指示)
第6条 前条の規定にかかわらず、監督者は、補助執行する事務が次の各号のいずれかに該当するとき
は、あらかじめ教育委員会の指示を受けなければならない。
(1)事案の内容が特に重要であると認められるとき。
(2)取扱上異例に属し、又は先例になると認められるとき。
(3)重大な疑義若しくは紛議があるとき又は処理の結果重大な紛争が発生するおそれがあると認めら
れるとき。
(雑則)
第7条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が市長と協議して定める。
附 則
この規則は、平成29年4月 1日から施行する。
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議案第 16 号

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則の一部を改正する規則
について

提案理由

多子世帯の経済的負担の軽減を目的としたすこやか子育て幼稚園支援事業 (保育料
の軽減) を拡充するため、所要の改正を行うもの。

平成 31 年 3月 2 6 日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規狽ーJの÷部を改正するヲ塊則

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施ま雑則 (平成28年南島原市測則第6号)の一部

を次のように改正する。

第 1条中「減額双は」及び 「(以下「減免」という。)」を削る。

第3条の見出し中「減免」を「免除」に改め、同条第 1項中「減額」を「免除」に改め、

「(10歳に達圭する日以後の最初の 3月31日までの間にある者に限る。)」を削り、同条第 2

項を削る。

第4条の見出し中「減免」を「免除」に改め、同条第 1;項中「減額する」を「免除する」

に、「前条第 1項」を「前条」に改め、「第 2子」の次に「以降」を加え、「の半額」を削

り、同条第 2項を削る。

第 5条第 1項中「減免を」を「免除を」に、「保育料減免申請書」を「保育料免除申請

書」に改め、同条第 2項中「減免する」を「免除する」に、「保育料減免決定通知書」を

「保育料免除決定通知書」に、「減免しない」を「免除しない」に、「保育料減免申請却下

通知書」を「保育料免除申請法口下通知書」に改める。

第6条の見出し中「減免」を「免除」に改め、同条中「減免する」を「免除する」に改め

る。

第7条の見出し中「減免資格」を「免除資格」に改め、同条中「減免の」を「免除の」に、

「減免決定者」を「免除決定者」に、「第 3条第 1項又は同条第 2項各号に掲げる」を「第

3条に規定する」に改める。

第8条中「減免決定者」を「免除決定者」に、「保育料減免変更申請書」を「保育料免除

変更申請書」に改める。

第 9条の見出し中「減免」を「免除」に改め、同条第 1項中「減免資格」を「免除資格」

に、「減免決定」を「免除決定」に改め、同条第 2項中「減免額等」を「免除額等」に、

「保育料減免変更決定通知書」を「保育料免除変更決定通知書」に、「減免決定者」を「免

除決定者」に改める。

第10条中「減免決定者が」を「免除決定者が」に、「減免を」を「免除を」に、「当該減

免決定者」を「当該免除決定者」に、「減免した」を「免除した」に改める。

様式第 1号から様式第5号を次のように改める。
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様式第 1号悌檎5条関係)
年 月 日

南島原市長 様

保育料免除申請書

申請者 住所
氏名 命

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第5条第 1項の規定により、保育料の
免除につし・て、下記のとおり申請します。

記

対象児童

区分 児童氏名 生年月日 年齢 該当 保育科月額 免除月雅

第 1子 年 月 日 円 円

第 2子 年 月 日 円 円

第 3子 年 月 日 円 円

第4子 年 月 日 円 円

第5子 年 月 日 円 円

第6子 年 月 日 円 円

備考 免除雛合計
円

(注意)
1 大枠の中は記入しないでください。

2 対象児童の欄には、申請する年度の4月 1日現在で養育している児童を全て記入してく

だ さい。
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様式第 2号僕炊 5条関係)
第 号
年 月 日

様

保育料免除決定通知書

南島原市長 囲

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第5条第 2項の規定により、保育料の
免除について、下記のとおり決定したので通知します。

児童氏名 年齢 区分 保育科月額 免除月額 免除対象期間

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

備考
1 この決定は、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則によるものであり、同

規則の要件に該当しなくなった場合は、決定を変更又は取り消すことがあります。

2 免除の要件を欠くことになったとき及び児童の増減などがあったときは、速やかにそ

の旨を届け出てください。

3 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して 3月以内に南島原市長に対して審査請求をすることができます。
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様式第3号 (第5条関係)

第 号
年 月 日

様

保育料免除申請却下通知書

南島原市長 囲

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第5条第 2項の規定により、保育料の
免除について、下記のとおり免除しないことに決定したので通知します。

児童氏名 年齢 区分 免除 しない理由

備考
この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して 3月以内に南島原市長に対して審査請求をすることができます。

-4-



様式第4号係炊8条陵雛系)

年 月 日

南島原市長 様

保育料免除変更申請書

申請者 住所
氏名 ⑩

年 月 日付で保育料の免除の決定通知を受けた内容について、下記のとおり

変更しだいので、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第 8条の規定により申
請します。

記

対象児童

区分 児童氏名 生年月日 年齢 該当 保育科月額 免除月輔

第 1子 年 月 日 円 円

第2子 年 月 日 円 円

第3子 年 月 日 円 円

第 4子 年 月 日 円 円

第5子 年 月 日 円 円

第 6子 年 月 日 円 円

変更理由 免除雛合計 円

(注意)
1 大枠の中は記入しないでください。

2 対象児童の欄には、申請する年度の4月1日現在で養育している児童を全て記入してく

だ さ ・。
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様式第5号係胎 9条関係)

第 号
年 月 日

様

保育料免除変更決定通知書

南島原市長 回

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第9条の規定により、保育料の免除に
ついて、下記のとおり変更決定したので通知します。

児童氏名 年齢 区分 保育科月額 免除月雑 免除対象期間

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

備考
1 この決定は、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則によるものであり、同

規則の要件に該当しなくなった場合は、決定を変更又は取り消すことがあります。

2 免除の要件を欠くことになったとき及び児童の増減などがあったときは、速やかにそ

の旨を届け出てください。

3 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して 3月以内に南島原市長に対して審査請求をすることができます。

附 則

このメ期、-Jは、平成31年 4月 1日から施行する。

-6-



南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則の一部を改正する規則 新旧対照表
新 旧

　　　
第1条 市は、市内に月計主する2人以上の児童を扶養する保護渚の経済的負担を軽減す
ることにより、幼早教育の向上及び子どもを育てやすい環境づくりに寄与するため、
南島原市立幼稚園保育料鯛致収条例 (平成18年南島原市条例第72号。以下「条例」と
いう。)第 6条の規定に基づき、第 2子以降の園児の保育料を免除する南島原市すこ
やか子育て幼稚園支援事業を行うものとし、その実施については、この夫別則の定める
ところによる。

挽除の対象者)
第3条 保育料の免除の適用を受けることができる保護者は、児童を2人以上扶養して
いる者で、当該児童のうち第 2子以降の児種1が未就学の児童であり、かつ、当該児童
を幼稚園に入園させているものとする。

倹除の対象名楓U
第4条 免除する保育料は、前条の規定に該当する保護者から徴収すべき当該第2子以
降の日進直に係る条例第 3条に規定定する保育料とする。

(申請及び決定通知)
第5条 このヌ期、1」による保育料の免除を受けようとする者は、保育料免除申請書 (様式
第 1号) を市長に提出しなければならない。
2 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、保育

　　　　
第1条 市は、市内に左酬主する2人以上の日童を扶養する保護者の経済的負担を軽減す
ることにより、幼児!教育の向上及び子どもを育てやすい環境づくりに寄与するため、
南島原市立幼稚園保育料鯛致収条例 (平成18年南島原市条例第72号。以下「条例」と
いう。)第 6条の規定に基づき、第 2子以降の園児の保育料を減額又は免除 (以下
「減免」という。)する南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業を行うものとし、そ
の実施については、この規則の定めるところによる。

(減免の対象者)
第3条 保育料の減額の適用を受けることができる保護渚は、印童 (10歳に達する日以
後の最初の3月31日までの間にある者に限る。) を2人以上扶養している者で、当該
児童のうち第 2子以降の日童が未就学の児撞 ;であり、かつ、当該児童を幼稚園に入園
させているものとする。

2 保育料の免除の適用を受けることができる保護者は、次の各号のいずれかに該当す
る者とする。

(1) 2人の児童 (6歳に達する日以後の最初の 3月31日までの間にある者に限
る。) に同時に教育・保育施設を利用させている者
(2) 児童 (10歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある者に限る。) を3
人以上扶養している者で、当該児童のうち第 3子以降の児童が未就学の児童であ
り、かつ、当該児童を幼稚園に入園させているもの

(減免のメ諺眺濁
第4条 i麟酎÷る保育料は、前条第 1項の規定に該当する保護者から徴収すべき当該第
2子の児髭萱に係る条例第 3条に規定する保育料の半額とする。
2 免除する保育料は、前条第2項の規定→に該当する保護者から徴収すべき当該第2子
の児童又は第3子以降の児龍萱に係る条例第3条に規定する保育料の全額とする

(申請及び決定通知)
第5条 このヲ塊則による保育料の減免を受けようとする者は、保育料減免申請書 (様式
第 1号) を市長に提出しなければならない。
2 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、保育
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新 旧
料を免除すると決定したときは保育料免除決定通知書 (様式第 2号) により、免除し
ないと決定したときは保育料免除申請法□下通知書 (様式第3号)によりそれぞれ通知
する。

晩~除の期間)
第 6条 免除する期間は、決定のあった日の属する年度の幼稚園を利用している期間と
する。

晩除資格の喪失)
第7条 第5条第2項の規定により保育料の免除の決定を受けた者 (以下「免除決定
者」という。)が、第 3条に規定する要件に該当しなくなったときは、その資格を失
つ。

(変更の申請)
第 8条 免除決定者は、その資格を喪失したとき及び対象児童が増減したときは、保育
料免除変更申請書休養式第4号)を市長に提出しなければならない。

第 9条 市長は、前条の規定による変更の申請がない場合であっても公)簿等によって免
除資格の変更又は喪失を確認したときは、その免除決定を変更し、又は取り消すこと
ができる。

2 前条又は前項の親こ定により免除額等を変更するときは、保育料免除変更決定通知書
(様謬式第 5号) により、免除決定者に通知しなければならない。

(不正利得の返還園
第lo条 市長は、免除決定者が虚偽その他不正の手段により保育料の免除を受けたとき
は、当該決定を取り消すとともに、当該免除決定者に対し書面によりその旨通知し、
その者から既に免除した額に相当する金額の全部を返還させるものとする。

料を減免すると決定したときは保育料減免決定通知書 (様式第2号)により、減免し
ないと決定したときは保育料減免申言き法口下通知書 (栂式第3号)によりそれぞれ通知
する。

(減免の期間)
第 6条 減免する期間は、決定のあった日の属する年度の幼稚園を利用している期間と
する。

(減免資格の喪失)
第7条 第5条第2項の規定により保育料の減免の決定を受けた者 (以下「減免決定
者」という。)が、第 3条第 1項奴は同条第 2項各号に掲げる要件に該当しなくなっ
たときは、その資格を失う。

(変更の申請)
第 8条 減免決定者は、その資格を喪失したとき及び対象児童が増減したときは、保育
料減免変更申請書 (様式第4号)を市長に提出しなければならない。

(字威免の是正措置園
第 9条 市長は、前条の規定による変更の申請がない場合であっても公簿奪によって減
免資格の変更又は喪失を確認したときは、その減免決定を変更し、又は取り消すこと
ができる。

2 前条又は前項の規定により減免額等を変更するときは、保育料減免変更決定通知書
(ホ欝式第 5号) により、減免決定者に通知しなければならない。

(不正利得の返還罰
第lo条 市長は、減免決定者が虚偽その他不正の手段により保育料の減免を受けたとき
は、当該決定を取り消すとともに、当該減免決定者に対し書面によりその旨通知し、
その者から既に減免した額に相当する金額の全部を返還させるものとする。
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新 旧

様式第1号 俳;5条尾謝系)
年 月 日

南島原市長 様

保育料免除申請書

申請者 住所

氏名 ⑩

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第5条第 1項の規定により、保育料の
免除について、下記のとおり申請します。

対象児童

区分 児童氏名 生年月日 年齢 該当 保育科月額 免除月雅

第 1子 年 月 日 円 円

第 2子 年 月 日 円 円

第3子 年 月 日 円 円

第4子 年 月 日 円 円

第5子 年 月 日 円 円

第 6子 年 月 日 円 円

備考 免除額合計
円

(注意)
1 大枠の中は記入しないでください。

2 対象児童の欄には、申請する年度の4月 1日現在で養育してし・る児童を全て記入してく

だ さ ・。

様式第1号 篠;5条=鄭系)
q三 月 1-1

南高原市長 様

保育料減免申請.メF

申請者・住所

氏名 ◎

南島原市すこやか子育て幼稚園:支援事業実施規則第5条第 1項の規定!二より、保育料の
減免について、下記のとおり申請します

せ卓三シーこfit

匡お 児童氏呂 室年 q日 ヰ建;; 談当 ぼく青料月額 滅絶月額

窮i‐「L 座 q E 円 円

斑Zf ≦…・ EI IL i 円 円

詳報…子 年 Ei ll i 円 円

;T~,1テ 鋼 可 IJ 円 円
.′′- .
・ね詳T ‘圭 烏 = 円 円

耐L~デー ≦¥ " 「I [ Fq 円

備考 減免瀬合3←
円

G主意)
ー 大枠の中は記入しないでください

ご 対象児童の.間には、申請するfF度の4月1日現在で満10歳未満 (イごr:校4年生以ド)の対

象児旅を記入してください,
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新 旧
様式第2号 解ぎ5条=鄭系)

第 号
年 月 日

様

保育料免除決定通知書

南島原市長 回

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第 5条第 2項の規定により、保育料の

免除について、下記のとおり決定したので通知します。

児童氏名 年齢 区分 保育科月舘 免除月額 免除対象期間

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

備考
1 この決定は、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則によるものであり、同

規則の要件に該当しなくなった場合は、決定を変更又は取り消すことがあります。

2 免除の要件を欠くことになったとき及び児童の増減などがあったときは、速やかにそ

の旨を届け出てくださし・。

3 この決定につし・て不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して 3月以内に南島原市長に対して審査請求をすることができます。

様式第2号 鮮き5条=謝系)

　　 　
年 17 日

株

保育料減免決定通知古:

南島原鶴 団

南島原T1ri‐こやか子育て幼稚園支援事業実施規則第 5条幕 2項の規定により、保育料の

減免について、下記のとおり決定したので通知しミナ

児童口これ iE甫 区 -呈,↑白子Hin -戊免テラ類 続発r「筆期間

円 半 Fi ~ 年 『

円 半 日 ~ 年 月

円 一三 戸 、 掌 り

円 ヨニ Fi ~ ロニ リ

FI q二 F1 ・ 平 ,1き

円 平 LJ へ 年 リ

備考
1 この決定代、南島原 rHすこやか r‐育て幼稚園支援事業実施規則によるきのであり、同

視則の要件に該当しなくなった九}合rt、決定を変更又 ft腹 r,崎鎚‐rことかお‘ノモーr‐

2 減額文は免除の要件を欠くことになったとき及び【己縦の増減などがおったときは、速

やか ;二その旨を′テルデ出て く :ださ .・-

3 この決定について不服があるとき慧、この決定が吉〕ったことを知った日の黍増 ら 起

算して 3JI以内に市長に対して審査請求をすることができます‐
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新 旧

様式第3号 篠;5条=鄭系)
第 号
年 月 日

様

保育料免除申請却下通知書

南島原市長 回

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第 5条第 2項の規定により、保育料の
免除について、下記のとおり免除しないことに決定したので通知します。

児童氏名 年齢 区分 免除しな L~理由

備考
この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して 3月以内に南島原市長に対して審査請求をすることができます。

様式第3号 律g5条関係)
第 ‐号

年 」1 日

様

保育料減免申請蝿rド通鯨r感

南島原市長 圏

南島原「lrrこやか子1テく幼稚園支援事業実施規則i第 5条第 2填め規定により、利用者負

担額の減免について、ド記のとおり減免しないことに決定したので通知します。

児瓶氏名 年齢 【玉汁 減免しない楓山

備考
この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して 3 月以内に -首長に対して審査請求をすることができます。
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新 旧
様式第4号 俳;8条B謝系)

年 月 日

南島原市長 様

保育料免除変更申請書

申請者 住所
氏名 簿

年 月 日付で保育料の免除の決定通知を受けた内容について、下記のとおり

変更したいので、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第 8条の規定により申
請します。

対象児童

区分 児童氏名 生年月日 年齢 該当 保育科月舘 免除月額

第 1子 年 月 日 円 円

第 2子 年 月 日 円 円

第 3子 年 月 日 円 円

第 4子 年 月 日 円 円

第 S子 年 月 日 円 円

第 6子 年 月 日 円 円

変更理由 免除額台…+ 円

(注意)
1 大枠の中は記入しないでください。

2 対象児童の欄には、申請する年度の4月1日現在で養育している児童を全て記入してく

ださい。

様式第4号線鎧条=鄭系)
年 月 --1

南島原「h長 様

保育料減免変・央中講習:

申請者 住所「

氏名 C:

中 日 1」付で利用者負担額の減免の決定通知を受けた内容について、下記の

とおり変吏したいので、南島原市十こやか子育て幼稚園支援事業実施規則第 8条の規定に
上 L}申請 します

記

.;r婆1宅Iii

区き 児両」モデ. こヒキ 1IR 中断 -;-;≦ 保育「′「]$・1 武史行お-

宅 1ーt qi LI 日 円 i 円

雫ゴー-- 年 11 日 r… 1ョ

事ごー.‐ 年 1-1 日 E.tミ 円

窮J it 中 り 日 ltミ 円

▲んこt- 耳i H 日 氏 円

・fうぐr ヰ 11 日 円 ギュー

哀史理出 減免頭台汁
ITI

G主意)

1 大律し小円1記入 Lないでください

2 対象児童の間には、申請-「ご)年度の.1月ー日現在で満 10歳ラ特高〔:小学正三1年生以下)しり対

象児童を記入してください.
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新 旧

様式第5号 俳;9条=鄭系)
第 号
年 月 日

様

保育料免除変更決定通知書

南島原市長 回

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第9条の規定により、保育料の免除に

ついて、下記のとおり変更決定したので通知します。

記

児童氏名 年齢 区分 保育科月雛 免除月額 免除対象期間

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

備考
1 この決定は、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則によるものであり、同

規則の要件に該当しなくなった場合は、決定を変更又は取り消すことがあります。
2 免除の要件を欠くことになったとき及び児童の増減などがあったときは、速やかにそ

の旨を届け出てください。

3 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して3月以内に南島原市長に対して審査請求をすることができます。

様式第5号 俳g9条邑謝系)
第 ‐号▲

年 月 日

様

f呆育料減免変更決定通知:,IF

南島鯨市長 園

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第 9条の規定により、保育料の減免に
ついて、下記のとおり変更決定したので通知します

記

!足紙氏名 平面▼ 区分 保育料葛純 減免日額 ず唆免対象期間

Pg iii Ei~ qi 月

円 キ 年 EI~ 年 月
r
円 L 年 Ei 、 年 月

円 ー 年 月 ~ 年 月

円 1 半 Fi ~ 年 月

{-ili考

1 こ,の決定は、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則によるものであり、同

規則の要件に該、ーiしなくなった塀r合は、決定を変更又は取り消すことがありまず

2ギ成瀬文は免除の要件を欠くことになったとき及び児故の増減などがあったときは、逆

やみ・ここその旨を届け出てください

3 この決定について不il日があるときこま、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して 3 月以内に市長に対 L.て審査請求をすることができます‐

児童氏名 年齢 区分 保育科月雛 免除月額 免除対象期間 !皇帝に氏名 ;十三』.riT 区分 保育料葛純 減免日額 ず唆免対象期間

円 iii Ei ~ 年 月円 年 月 ~ 年 月

円 年 " ~ 年 月円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月 円 年 Ei 、 年 月

円 年 月 ~ 年 月円 年 月 ~ 年 月

円 iお Fi ~ "三 月円 年 月 ~ 年 月



○南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施塊則
平成28年 3月23日ヲ塊則第6号

G趣旨)
第「条 市は、市内に居住する2人以上の児童を扶養する保護者の経済的負担を軽減すること
により、幼児教育の向上及び子どもを育てやすい環境づくりに寄与するため、南島原市立幼
稚園保育料等徴収条例 (平成18年南島原市条例第72号。以下「条例」という。)第 6条の規
定に基づき、第2子以降の園児の保育料を免除する南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業
を行うものとし、その実施については、このラ塊則の定めるところによる。
(定義)
第2条 このラ塊則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ
ろによる。

(1) 園児 市内に居住し、住民基本台帳法 (昭和42年法律第81号)に基づき住民基本台帳
に記録されている者であって、現に幼稚園に在園しているものをいう。
(2) 保護者 園児と同一の世帯に属し、生計を一にする父母又はそれ以外の扶養義務者
(家計の主宰者である場合に限る。)で、保育料を納入する義務を負っているものをいう。
(3) 教育・保育方鋪設 子ども・子育て支援法 (平成24年法律第65号)第 7条第4項に規定
する方福段をいう。
免除の対象者)
第3条 保育料の免除の適用を受けることができる保護者は、児童を2人以上扶養している者
で、当該児童のうち第2子以降の児童が未就学の児童であり、かつ、当該児童を幼稚園に入
園させているものとする。
挽除の対象額①
第4条 免除する保育料は、前条の規定に該当する保護者から徴収すべき当該第2子以降の児
童に係る条例第 3条に規定する保育料とする。
(申請及び決定通知)
第5条 このラ概則による保育料の免除を受けようとする者は、保育料免除申請書 (様式第 1
号)を市長に提出しなければならない。
2 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、保育料を免
除すると決定したときは保育料免除決定通知書 (様式第 2号)により、免除しないと決定し
たときは保育料免除申請却下通知書 (様式第3号)によりそれぞれ通知する。
免除の期間)
第6条 免除する期間は、決定のあった日の属する年度の幼稚園を利用している期間とする。
挽除資格の喪失)
第7条 第5条第 2項の規定により保育料の免除の決定を受けた者 (以下「免除決定者」とい
う。) が、第 3条に規定する要件に該当しなくなったときは、その資格を失う。
(変更の申請)
第8条 免除決定者は、その資格を喪失したとき及び対象児童が増減したときは、保育料免除
変更申請書 (様式第4号)を市長に提出しなければならない。
免除の是正措置)
第9条 市長は、前条の規定による変更の申請がない場合であっても公)簿等によって免除資格
の変更又は喪失を確認したときは、その免除決定を変更し、又は取り消すことができる。
2 前条又は前項の規定により免除額等を変更するときは、保育料免除変更決定通知書 (様式
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第5号)により、免除決定者に通知しなければならない。
(不正利得の返還)
第lo条 市長は、免除決定者が虚偽その他不正の手段により保育料の免除を受けたときは、当
該決定を取り消すとともに、当該免除決定者に対し書面によりその旨通知し、その者から既
に免除した額に相当する金額の全部を返還させるものとする。
(その他)
第11条 このヲ概則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則
このラ塊則は、平成28年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成28年 9月 1日ヲ塊則第39号)
このラ塊則は、平成28年 9月 1日から施行し、改正後の南島原市すこやか子育て幼稚園支援事
業実施塊則の規定は、平成28年4月 1日から適用する。
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様式第1号 (第5条関係)
年 月 日

南島原市長 様

保育料免除申請書

申請者 住所
氏名 命

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第5条第 1項の規定により、保育料の

免除について、下記のとおり申請します。

対象児童

区分 児童氏名 生年月日 年齢 該当 保育科月離 免除月額

第 1子 年 月 日 円 円

第2子 年 月 日 円 円

第 3子 年 月 日 円 円

第 4子 年 月 日 円 円

第 5子 年 月 日 円 円

第 6子 年 月 日 円 円

備考 免除雅合計
円

(注意)
1 大枠の中は記入しないでください。

2 対象児童の欄には、申請する年度の4月 1日現在で養育 Lている児童を全て記入してく

だ さい。
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様式第2号 (第5条=謝系)

第 号
年 月 日

様

保育料免除決定通知書

南島原市長 回

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第5条第 2項の規定により、保育料の

免除について、下記のとおり決定したので通知します。

記

児童氏名 年齢 区分 保育科月額 免除月額 免除対象期間

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

備考
1 この決定は、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則によるものであり、同
規則の要件に該当しなくなった場合は、決定を変更又は取り消すことがあります。

2 免除の要件を欠くことになったとき及び児童の増減などがあったときは、速やかにそ

の旨を届け出てください。

3 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して3月以内に南島原市長に対して審査請求をすることができます。
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様式第3号悌檎5条関係)
第 号
年 月 日

様

保育料免除申請却下通知書

南島原市長 回

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第5条第 2項の規定により、保育料の
免除について、下記のとおり免除しないことに決定したので通知します。

記

児童氏名 年齢 区分 免除しない理由

備考
この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して 3月以内に南島原市長に対して審査請求をすることができます。
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様式第4号 (第8条度雛系)
年 月 日

南島原市長 様

保育料免除変更申請書

申請者 住所
氏名 ⑩

年 月 日付で保育料の免除の決定通知を受けた内容について、下記のとおり

変更しだいので、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第 8条の規定により申
請 します。

記

対象児童

区分 児童氏名 生年月日 年齢 該当 保育科月雅 免除月額

第 1子 年 月 日 円 円

第 2子 年 月 日 円 円

第 3子 年 月 日 円 円

第 4子 年 月 日 円 円

第 5子 年 月 日 円 円

第 6子 年 月 日 円 円

変更理由 免除雅合計 円

(注意)
1 大枠の中は記入しないでください。

2 対象児童の欄には、申請する年度の4月 1日現在で養育している児童を全て記入してく

だ さい。
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様式第5号悌檎 9条陵雛系)
第 号
年 月 日

様

保育料免除変更決定通知書

南島原市長 回

南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則第9条の規定により、保育料の免除に
ついて、下記のとおり変更決定したので通知します。

記

児童氏名 年齢 区分 保育科月離 免除月額 免除対象期間

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

円 年 月 ~ 年 月

備考
1 この決定は、南島原市すこやか子育て幼稚園支援事業実施規則によるものであり、同
規則の要件に該当しなくなった場合は、決定を変更又は取り消すことがあります。

2 免除の要件を欠くことになったとき及び児童の増減などがあったときは、速やかにそ

の旨を届け出てください。

3 この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して3月以内に南島原市長に対して審査請求をすることができます。
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議案第 17 号

南島原市通学路安全推進会議設置要綱の一部を改正する告示について

提案理由

平成 31 年 4月 1日に予定する機構組織の改編及び平成 2 9年 4月 1日に機構組織
の改編があった長崎県島原振興局の組織変更に伴い、所要の改正を行うもの。

平成 31 年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市通学路安全推進会議設置要綱の一部を改正する告示

南島原市通学路安全推進会議設置要綱 (平成26年南島原市教育委員会告示第15号)の-

部を次のように改正する。

第3条第1項第3号中「道路都市計画課」を「道路第一課」に改め、同項第4号中「総

務課」を「防災課」に改める。

附 則

この告示は、平成31年 4月 1日から施行する。
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南島原市通学路安全推進会議設置要綱の一部を改正する教育委員会告示新旧対照表
新 旧

係断爾
第3条 推進会議は、次に掲げる糸噺哉の代表をもって組織する。
(1)‐(2)( 略)
(3) 長崎県島原振興局道路第一課
(4) 南島原市総務劣部防災課
(5)~(8)( 略)
2 .3 (田④

体断紛
第3条 推進会議は、次に掲げる組織の代表をもって糸噺織する。
(1)‐(2) (略)
(3) 長崎県島原振興局道路都市富面課
(4) 南島原市総務雛鞠縦端課
(5)~(8)( 略)
2 ・3 (略)
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南島原市通学路安全推進会議設擢1要綱
平成26年11月25日教育委員会告示第15号

　　　　　
第1条 南島原市立小中学校の児童及び生徒の安全かつ安心な通学を確保するため、南島原市
通学路安全針佳進会議 (以下「推進会議」という。)を設対置する。
偏所掌事務)
第2条 推進佳会議は、次に掲げる事務を行う。
(1) 通学路の安全確保のため、危険箇所の点検菟及び解消に向けた協議を行うこと。
(2) 南島原市通学路交通安全プログラムの策定及び見直しを行うこと。
(3) E謝霜機関及び度雛系団体との連絡言鰹整及び′棒報交換を行うこと。
(4) 前 3号に掲げるもののほか、通学路の安全確保に必要な事項に関すること。
　　　
第3条 推進佳会議は、次に掲げる組織の代表をもって糸断哉する。
(1) 国土交通省長崎デ副=国道事務所ノ」謎覧維持出張所
(2) 南島原警察署交通課
(3) 長崎県島原振興局道路第一課
(4) 南島原前総務新部防災課
(5) 南島原市農林水産部農村整備課
(6) 南島原市建設部建設胆課
(7) 南島原市建設肺部管理課
(8) 南島原市教育委員会学校教育課
2 推進会議に、会長を置き、学校教育課長をもって充てる。
3 会長は、会務を総連…し、推進会議を代表する。
(会議)
第4条 推進会議の会議 (以下「会議」という。)は、会長が必要に応じて招集する。
2 会長は、必要があると認めるときは、会議に会議の構成員以外の者の出席を求め、意見又
は説明を聴くことができる。

　　　　
第5条 推進会議の庶務は、教育委員会学校教育課において処理する。
(その他)
第 6条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、会長が会議に諮って定める。
附 則
この告示は、平成26年12月 1日から施行する。
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議案第 18 号

南島原市世界遺産登録推進本部設置要綱の一部を改正する訓令について

提案理由

平成 31 年 4月 1日に予定する機構組織の改編に伴い、所要の改正を行うもの。

平成 31 年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市世界遺産登搬推進本部設鑓呈要綱の÷部を改正する訓令

南島原市世界遺産登録推進本部設対置要綱 (平成20年南島原市訓令第25号)の一部を

次のように改正する。

題酵当を次のように改める。

南島原市世界遺産推進本部設鑓ま要綱

第 1条中「世界遺産登瀬に推進を」を「世界遺産推進を」に、「登録推進に」を「推

進に」に、「南島原市世界遺産登録推進本部」を「南島原市世界遺産推進本部」に改

める。

第2条第 1号中「世界遺産への登腺推進」を「世界遺産推進」に改める。

第3条第4項中「企画振興部長」を「士物鶏振興部長」に改める。

第6条第 1項扱」び第9条第 1項中「登韻桑推進」を「世界遺産推進」に改める。

第12条第1項中「企画振興部世界遺産推進室」を「教育委員会事務局世界遺産推進

室」に改める。

附 則
この訓令は、平成31年 4月 1日から施行する。
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南島原市世界遺産登録推進本部設置要綱の一部を改正する訓令 新旧対照表
新 旧

南島原市世界遣園産椎臥傷本部設鑓!要綱

(設置)
第 1条 長崎と天斡也方の潜伏キリシタン関連遣産の世界遺産推進を目的として、関係
部局の相互の緊密な連携の確保及乙対椎臥准に係る事業の円滑かつ効果的な運用を図るた
捌こ、南島原市世界遺産推進本部 (以下「推進本部」という。)を設鑓ける。

　　　　　　
第2条 推進本部は、前条の目的のために、次に掲げる事項を月井堂する。
(1) 長崎と天勤也方の潜伏キリシタン関連遺産の世界遺産推進のための各部局間の
調整に関すること。
(2)( 略)

　　　
第3条 (略)
2 ‐3 (略)

4 本部員は、総羅;部長、地域振興部長、市民生活部長、福ネ財約健部長、農林水産部
長、建設部長、水道部長、教育次長及び農芸業委員会事務局長をもって充てる。

(幹挿絵△)
第6条 世界遺産推進に係る事業の進キ雀宮一坪及び総合調整を円滑に進めるために、推進
本部に章錘桧△を置く。
2~5 (略)

(部会)
第9条車錘桧△は、必要に応じて、世界遺産推進に係る事業の進キ雀管理及び総合調整を
円滑に進めるために、部会を置く。
2~5 (略)

嫌疑劣

南島原市世界遺産登翁狩枇臥准本部設鑓≧要綱

(設鮒誓)
第 1条 長崎と天勤也方の潜伏キリシタン関連遺産の世界遺産瀞褒糟桝骸佳を目的として、
関係部局の相互の緊密な連携の確保及び登録推進に係る事業の円滑かつ効果的な運用
を図るために、南島原市世界遺産春叢豪推進本部 (以下「推進本部」という。)を設擢
する。

所掌事務)
第2条 推進本部は、前条の目的のために、次に掲げる事項を月井掌する。
(1) 長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産の世界遺産への登録け桝鰍住のための各
部局間の調整に関すること。
(2)( 略)

　　　
第3条 (略)
2 ・3 (略)

4 本部員は、総涜努部長、企画振興部長、市民生活部長、福ネ出納健部長、農林水産部
長、建設賠 B長、水道部長、教育次長及び農業委員会事務局長をもって充てる。

(幹挿絵△)
第6条 登録推進に係る事業の進行管理及び総合調整を円滑に進めるために、推進本部
も埠錘桧△を置く。
2~5 (略)

(部会)
第9条幹錘陰△は、必要に応じて、登録推進に係る事業の進行管理及び総合調整を円滑
に進めるために、部会を置く。
2~5 (略)
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新 ー日
第12条 推進本部及び幹錘桧△の庶務は、教育委員会事務局世界遺産推進室において処理
する。

2 (略)

第12条 推進本部及び率錘桧△の庶務は、企画振興部世界遺産推骸佳室において処理する。

2 (略)



南島原市世界遺産推進本部設鵜!要綱
平成20年4月4日訓令第25号

改正
平成25年4月 1日訓令第 7号
平成27年4月 1日訓令第4号
平成27年 7月30日訓令第19号
平成29年 2月14日訓令第 1号
平成29年 6月30日訓令第11号

(設対置)
第 1条 長崎と天勤也方の潜猷:キリシタン関連遺産の世界遺産推進を目的として、関係部局の
相互の緊密な連携の確保及猶街進に係る事業の円滑かつ効果的な運用を図るために、南島原
市世界遺産推進佳本部 (以下「推進本部」という。)を設摺阻する。
毎姉掌事務)
第2条 推進本部は、前条の目的のために、次に掲げる事項を月井掌する。
(1) 長崎と天斡也方の潜"大キリシタン関連遺産の世界遺産推進;のための各部局間の調整に
関すること。

(2) その他必要な事項に関すること。
　　　　
第3条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。
2 本部長は、市長をもって充てる。
3 副本部長は、副市長及び教育長をもって充てる。
4 本部員は、糸縦券部長、士物卵振興部長、市民生活部長、福ネ出納陸部長、農林水産部長、建設
部長、水道語部長、教育次長及び農業委員会事務局長をもって充てる。
(本部長及び副本部長)
第4条 本部長は、推進本部の会務を総連まし、推進本部を代表する。
2 副本部長は、本部長をネ剃左し、本部長に事故があるときは、副市長、教育長のi順彰劇こより、
その席哉務を代理する。
(本部会議)
第5条 推進佳本部の会議 (以下「本部会議」という。)は、本部長が招集し、その議長となる。
2 推進本部は、必要があると認めるときは、本部会議に隣雛系人の出席を求め、その意見又は
説明を聴くことができる。
(幹錘桧△)
第6条 世界遺産推進に係る事業の進行管理及び総合調整を円滑に進めるために、推進本部に
幹挿絵△を置く。
2 幹錘絵△は、幹錘F長、副幹錘F長及び幹事をもって組織する。
3 幹錘F長及び濁り幹錘F長は、本部長が指名する。
4 幹鍔零は、幹錘キ長が指名する。
5 幹錘キ長は、幹錘桧△の五会務を掌理し、幹錘陰△を代表する。
(幹錘陰△の会議)
第7条 幹錘桧△の会議は、幹錘F長が必要に応じて招集し、その議長となる。
(幹錘桧△の報告)
第8条 幹挿絵△で協議した事項は、必要に応じて推進佳本部に報告するものとする。
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(部会)
第9条幹錘陰△は、必要に応じて、世界遺産推進に係る事業の進行管理及び総ミ合調整を円滑に
進めるために、部会を置く。
2 部会は、部会長及び部会員をもって組織する。
3 部会長は、幹錘F長が指名する。
4 部会員は、部会長が指名する。
5 部会長は、部会の会務を掌理し、部会を代表する。
(部会の会議)
第lo条 部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。
2 部会は、必要があると認めるときは、部会の会議に襲雛系人の出席を求め、その意見又は説
明を聴くことができる。
(部会の報告)
第11条 部会で協議した事項は、必要に応じて幹挿絵△に報告するものとする。
Q窯務)
第12条 推進本部及び幹季桧△の庶務は、教育委員会事務局世界遺産推進室において処理する。
2 部会の庶務は、部会長の属する所属において処理する。
(委任)
第13条 この訓令に定めるもののほか、推進本部の運営について必要な事項は、本部長が定め
る。

附 則
この訓令は、平成20年 4月 4日から施行する。
附 則 (平成25年4月1日訓令第7号)
この訓令は、平成25年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成27年4月1日訓令第4号)
この訓令は、平成27年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成27年 7月30日訓令第19号)
この訓令は、平成27年 7月30日から施行する。
附 則 (平成29年 2月14日訓令第 1号)
この訓令は、平成29年 2月14日から施行する。
附 則 (平成29年 6月30日訓令第11号)
この訓令は、平成29年 6月30日から施行する。
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議案第 19 号

南島原市教育委員会事務局職員の辞令発令について

提案理由

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 18 条第 7項の規定により、別紙の者
に対し辞令を発令したいので、教育委員会の意見を求める。

平成 31 年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



【退職者】 （平成３１年３月３１日付）

新　　所　　属 氏　　名 旧　　所　　属

定年退職 泉　淳一郎 教育委員会事務局スポーツ振興課長

長崎県教育委員会 本多　洋二
教育委員会事務局学校教育課学校教育班
教育参事監兼指導主事

長崎県対馬市立佐須奈中学校教頭 松島　由幸
教育委員会事務局学校教育課主幹兼指導
主事

再任用退職 吉田　稔
教育委員会事務局生涯学習課教育振興班
主事（再任用）

【市長部局への出向者】 （平成３１年４月１日付）

新　　所　　属 氏　　名 旧　　所　　属

建設部管理課長 山﨑　康徳 教育委員会事務局教育総務課長

地域振興部観光振興課付課長　島原半島ジ
オパーク推進連絡協議会事務局事務従事

中村　隆敏
教育委員会事務局学校教育課学校保健班
参事

総務部南有馬支所市民窓口班参事 塩士　敬治 教育委員会事務局学校教育課学事班参事

総務部財政課副参事 小谷　和也 教育委員会事務局生涯学習課副参事

会計課主査 丸山　浩一郎 教育委員会事務局教育総務課主査

総務部人事課付主事補　長崎県後期高齢者
医療広域連合派遣

細波　雄太 教育委員会事務局生涯学習課主事補

【新規採用】 （平成３１年４月１日付）

新　　所　　属 氏　　名 旧　　所　　属

教育委員会事務局学校教育課学校教育班
教育参事監兼指導主事

本村　英治 長崎県壱岐市立芦辺小学校校長

教育委員会事務局学校教育課主幹兼指導
主事

宮﨑　秀二 長崎県南島原市立西有家中学校教諭

教育委員会事務局教育総務課主事補 草野　葵

教育委員会事務局文化財課主事補（学芸
員）

中山　和子

【市長部局等から教育委員会への転入者】 （平成３１年４月１日付）

新　　所　　属 氏　　名 旧　　所　　属

教育委員会事務局教育総務課長 栗田　一政 総務部行革推進室長

教育委員会事務局スポーツ振興課長 岡野　俊作
企画振興部商工観光課付課長　一般社団法
人島原半島観光連盟事務局事務従事

教育委員会事務局学校教育課学事班参事 柴田　祐佳 総務部総務課副参事

教育委員会事務局学校教育課学校保健班
参事

松本　誠也 農業委員会事務局参事

教育委員会事務局文化財課文化財班参事 鬼塚　俊範 市民生活部衛生局第一課総務管理班参事

教育委員会事務局生涯学習課副参事 梶原　知治 総務部財政課副参事

教育委員会事務局生涯学習課副参事 鳥瀨　美智 議会事務局副参事

教育委員会事務局文化財課副参事（学芸
員）

伊藤　健司
企画振興部世界遺産推進室副参事（学芸
員）

教育委員会事務局世界遺産推進室世界遺
産推進班副参事

岩永　正貴 企画振興部世界遺産推進室副参事

教育委員会事務局世界遺産推進室副参事 伊藤　哲朗 企画振興部世界遺産推進室副参事

教育委員会事務局教育総務課主査 吉田　修一 福祉保健部保護課主査

南島原市教育委員会事務局職員辞令交付対象者一覧
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【配置換又は昇格に伴う職員】 （平成３１年４月１日付）

新　　所　　属 氏　　名 旧　　所　　属

教育委員会事務局世界遺産推進室長 末永　透 教育委員会事務局文化財課文化財班参事

【再任用職員】 （平成３１年４月１日付）

新　　所　　属 氏　　名 旧　　所　　属

教育委員会事務局生涯学習課主事 渡部　博

【兼任又は併任発令】 （平成３１年４月１日付）

兼任又は併任内容 氏　　名 所　　　　属

公民館主事 渡部　博
教育委員会事務局生涯学習課教育振興班
主事
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平成 31 年第 3回南島原市教育委員会定例会

日時 平成 31 年 3月 2 6 日
場所 南有馬庁舎 2階会議室

追加議事日程

第 1 議案第20号

議案第21号

議案第22号

(火) 午後 2時

南島原市立小学校適正規模・適正配置化実行委員会設置要綱を廃止
する訓令について
南島原市立小・中学校適正規模・適正配置調査検討委員会設置要綱
を廃止する告示について
南島原市立小・中学校適正規模・適正配置推進委員会設置要綱を廃
止する告示について



議案第 2 0号

南島原市立小学校適正規模・適正配置化実行委員会設置要綱を廃止する
訓令について

提案理由

平成 2 4年 8月 9日に策定した「南島原市立小学校適正規模・適正配置実行計画」
により、ブロック別の統合、併合が 2 0 2 0年度末の有家ブロックを最後に完了する
ため、廃止を行うもの。

平成 31 年 3月 2 6 日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市立小鞠菊適正規模・適正配置化実行委員会設擢1要綱を廃止する訓令

南島原市立小学校適正規模・適正配置化実行委員会設置要綱 (平成22年南島原市訓令第22

号) は、廃止する。

附 則

この訓令は、平成31年 4月 1日から施行する。
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南島原市立小勃発適正規模・道証酒己置化実行委員会設擢≧要綱
平成22年11月 1日訓令第22号

(設置)
第1条 南島原市立小学校の適正規模・道証酒己置の推進を目的として、南島原市立小学宅亮適正
規模道証酒己置事業基本方針を踏まえ、学鰯統合を円滑かつ効果的に推進するため、南島原市
立小勃発適正規模・道証酒己置化実行委員会 (以下「実行委員会」という。)を設摺阻する。
偏所掌事務)
第2条 実行委員会は、次に掲げる事項を月井学する。
(1) 小勢菊適正規模・道証酒己置化実行計画の策定とその推進に関すること。
(2) 学ヲE朔統合に関する目謝系機関等との調整に関すること。
(3) その他争E朔統合に必要な事項に関すること。
　　　
第3条 実行委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。
2 委員長は、副市長をもって充てる。
3 副委員長は、教育長をもって充てる。
4 委員は、別表第 1に掲げる職にある者をもって充てる。
(委員長及び副委員長)
第4条 委員長は、実行委員会の会務を総連!し、実行委員会を代表する。
2 副委員長は、委員長をネ耐左し、委員長に事故があるときは、その所哉務を代理する。
(実行委員会の会議)
第5条 実行委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。
2 実行委員会は、必要があると認めるときは、実行委員会の会議に関係人の出席を求め、そ
の意見又は説明を聴くことができる。
(幹錘陰△)
第6条 学E朔統合事業の推進管理及び総合調整を円滑に進めるために、実行委員会に幹錘絵△を
置く。

2 幹錘陰△は、幹拝F長、副幹錘F長及び幹錘Fをもって組織する。
3 幹拝F長及び副幹錘F長は、幹唇キのうちから委員長が指名する。
4 幹無事は、別表第2に掲げる職にある者をもって充てる。
5 幹錘F長は、幹錘陰△の会務を掌理し、幹錘陰△を代表する。
(幹錘陰△の会議)
第7条 幹錘陰△の会議は、幹拝F長が必要に応じ招集し、その議長となる。
(幹錘陰△の報告)
第8条幹拝陰△で協議した事項は、必要に応じて実行委員会に報告するものとする。
　　　　
第9条 実行委員会及び幹挿絵△の庶務は、教育委員会学校教育課において処理する。
(委任)
第10条 この訓令に定めるもののほか、実行委員会の運営について必要な事項は、委員長が定
める。

附 則
この訓令は、平成22年11月 1日から施行する。
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別表第 1悌檎 3条関係)

職キ名

総諺猪B長
企画振興部長
建設部長
教育次長

別表第2(第6条度雛菊

職…名

教育次長
総務課長
行革推進室長
財政課長
企画振興課長
商工観光課長
建設艇課長
管理課長
都市計画課長
教育総湧窺課長
学校教育課長
生涯学習課長
スポーツ振興課長
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議案第 21 号

南島原市立小・中学校適正規模・適正配置調査検討委員会設置要綱を廃
止する告示について

提案理由

平成 2 4年 8月 9日に策定した「南島原市立小学校適正規模・適正配置実行計画」
により、ブロック別の統合、併合が 2 0 2 0年度末の有家ブロックを最後に完了する
ため、廃止を行 うもの。

平成 31 年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市立小・中≦邦亮適正規模・道証酒己置調査検討委員会設鑓1要綱を廃止する告示

南島原市立小・中学校適正規模・適正配置調査検討委員会設置要綱 (平成20年南島原市教

育委員会告示第4号)は、廃止する。

附 則

この告示は、平成31年 4月 1日から施行する。
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南島原市立小・中勤亮適正規模・道証酒己置調査検討委員会設擢ま要綱
平成20年 9月26日教育委員会告示第4号

(設獅貰)
第 1条 南島原市における児童・生徒を取り巻く状況轡遡域の実情、社会経済情勢の動向等を
基に、南島原市立小・中学校 (以下「学校」という。)の適正規模及び適証酒己置を調査検討
するため、南島原市立小・中≦邦亮適正規模・道証酒己置調査検討委員会 (以下「調査検討委員
会」という。) を設鑓ける。
筋掌事項)
第2条 調査検討委員会は、教育委員会の諮問に応じて、次に掲げる事項を調査する。
(1) 学校の適正規模に関すること。
(2) 学校の道証酒己置に関すること。
(3) その他教育委員会が必要と認める事項
　　　
第3条 調査検討委員会は、委員8人以内をもって糸噺哉し、次に掲げる者のうちから教育委員
会が委嘱する。
(1) 鱗識経験者 2人以内
(2) 学校E謝系者 3人以内
(3)関離籍刊女機関の職員 3人以内
(委員のf翠期)
第4条′委員の任期は、調査検討委員会が報告等を教育委員会に答申した日までとする。
(委員長及ひ編ーi委員長)
第5条 調査検討委員会に委員長及ひ編-」委員長各 1人を置く。
2 委員長及び副委員長は、委員の互選による。
3 委員長は、調査検討委員会を代表し、会務を掌理する。
4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、そ
の所鰯努を代理する。
(会議)
第6条 調査検討委員会の会議は、委員長が招集し、委員長は、会議の議長となる。
2 調査検討委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。
3 調査検討委員会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決
するところによる。
4 調査検討委員会の会議の結果は、その必要に応じて文書をもって教育委員会に報告しなけ
ればならない。
(醍雛系者の出席)
第7条 調査検討委員会が必要と認めたときは、関係者の出席を求め、説明又は意見を求める
ことができる。

庶務)
第8条 調査検討委員会の庶務は、教育委員会学校教育課において処理する。
(委任)
第9条 この告示に定めるもののほか、調査検討委員会の運営に関し、必要な事項は、委員長
が調査検討委員会に諮って定める。
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附 則
この告示は、平成20年 9月26日から施行する。
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議案第 2 2号

南島原市立小・中学校適正規模・適正配置推進委員会設置要綱を廃止す
る告示について

提案理由

平成 2 4年 8月 9日に策定した「南島原市立小学校適正規模・適正配置実行計画」
により、ブロック別の統合、併合が 2 0 2 0年度末の有家ブロックを最後に完了する
ため、廃止を行うもの。

平成 31 年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市立小・中学校槌正規模・適正酒己置推進委員会設娼≧要綱を廃止する告示

南島原市立小・中学校適正規模・適正配置推進佳委員会設置要綱 (平成21年南島原市教育委

員会告示第2号)は、廃止する。

附 則
この告示は、平成31年 4月 1日から方銃テする。
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南島原市立小・中‘勃発適正規模・進証酒己置推進委員会設鱈ぎ1要綱
平成21年4月22日教育委員会告示第 2号

(設獅置)
第 1条 南島原市立小・中≧蔀菊適正規模・道証酒己置調査検討委員会の答申をもとに、児童・生
徒を取り巻く状況や地域の実情、社会経済情勢の動向等に鑑み、本市立小・中学校 (以下
「学校」という。)の適正規模及び道証酒己置を推進するための計画を策定するため、南島原
市立小・中≦邦亮適正規模・道証酒己置推進委員会 (以下「推進佳委員会」という。)を設娼ける。
筋掌事項)
第2条 推進委員会は、南島原市教育委員会 (以下「教育委員会」という。)の諮問に応じて、
次に掲げる事項を協議する。
(1) 学校の適正規模・道証適己置化に係るキ静十に関すること。
(2) 学校の適正規模・道証酒己置化に係る運営糸噺敵こ関すること。
(3) その他教育委員会が必要と認める事項
　　　
第3条 推進委員会は、委員15人以内をもって糸醐徴し、次に掲げる者のうちから教育委員会が
委嘱又は任命する。
(1) 事識縄験者 3人以内
(2) 学校醍雛系者 4人以内
(3) 学校教育に係る有識者 5人以内
(4) 市職員 3人以内
(委員の任期)
第4条 委員のf翌期は、第2条の諮問に対し、教育委員会に答申した日までとする。
2 委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は、前任者の麦封鵠期間とする。
(委員長及び副委員長)
第5条 推進委員会に、委員長及幅副委員長各 1人を置く。
2 委員長及び副委員長は、委員の互選による。
3 委員長は、推進佳委員会を代表し、会務を掌理する。
4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、そ
の暗闘勢を代理する。
(会議)
第6条 推進委員会の会議は、委員長が招集し、委員長は、会議の議長となる。
2 推進委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。
3 推進委員会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する
ところによる。

4 推進委員会の会議の結果は、その必要に応じて文書をもって教育委員会に報告しなければ
ならない。

(関係者の出席)
第7条 推進委員会が必要と認めたときは、B謝系者の出席を求め、説明又は意見を求めること
ができる。

QIE務)
第8条 推進委員会の庶務は、教育委員会学校教育課において処理する。
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(委任)
第9条 この告示に定めるもののほか、推進委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が推進
委員会に諮って定める。
附 則
この告示は、平成21年 4月22日から施行する。
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